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大学進学率の上昇、 高校生の学習行動の変化などによ り学力観の転換が求められる中で、 高大接続改革の議論が進めら
れている。 2014年の中教審答申では、 大学進学後の学生の 「主体性」 について課題を指摘する一方、 進学先を決定する際
の 「進路意識」 や 「目的意識」 については、 この 「主体性」 と深い関連を持つはずであり ながら、 ほとんど言及がなかっ
た。 「大学側」 からの議論では、 学校が提供する学問知の社会的重要性の視点が欠如していること
校側」 の文脈では、 探究的な学習
のプロセスについての検証は十分
の効果の検証がなされていたが、 「主体的な学び1 につながる
が指摘される一方、 「高
「日的意識1 の質や形成
とは言えなかった。 大学での 「学問知」 についての高校生の想像力には限界がある。 高
大接続における 「主体性」 の必要性を説く立場と、 高校生の 「進路意識 ・ 目的意識」 を調査している研究者との間で議論
が進むこと を期待する。 
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はじめに
本稿は、 以下の構成によって高大接続改革の議論と高
校生の進路意識の形成に関する研究動向をレビューし、
その現状と今後の方向性を探究する。 まず、2014年の中
央教育審議会答中から今回の改革の方向性の特徴を整理
する ( 1 )。 次に高大接続改革の議論に関わっている研
究者も含め、 大学側の視点から高大接続改革における課
題を整理する ( 2 )。 そのうえで、 高校現場での
どをふま
最後に、
( 4 )。 
え、 高校教育の文脈での課題を整理する
調査な
( 3 )。 
今後の議論における課題を整理し、 総括を行う
1 高大接続改革の方向性
( 1 ) 2014年中央教育審議会答申と高校の類型化
2014年中央教育審議会から 「新しい時代にふさわしい
高大接続の実現に向けた高等学校教育、 大学教育、 大学
入学者選抜の一体的改革について (答申) 」 が出され、
2016年 3 月には高大接続システム改革会議の 「最終報告」
が出された。 グローバル化の進展や生産年齢人口の急減
などの社会の変化を踏まえ、新しい時代に対応する資質 ・ 
能力を育成すること をめざして、 改革の議論が進められ
ている。
答申では高大接続改革の目標は、「『大学入試』 の改革
を一部に含むものではあるが、 高等学校教育と大学教育
において、 十分な知識 ・ 技能、 十分な思考力 ・ 判断力 ・ 
表現力、 および主体性を持って多様な人々と協働する力
の育成を最大限に行う場と方法の実現をもたらすこと」
にあると している。 そして 「現行の大学入学者選抜の大
きな影響下」 で高等学校教育が抱えている課題について、
*鳥取県立鳥取西高等学校
高等学校を
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「選抜性の高い大学へ生徒が進学する高等学
校」 「『従来型の学力』 について中間層の生徒が多い高等
学校」 「『従来型の学力』 の習得に困難を抱えている生徒
が多い高等学校」 の3 つに類型化して指摘している。
まず 「選抜性の高い大学へ生徒が進学する高等学校」
については、 「これからの時代に必要な力の育成を見据
えた積極的な取組」 も見られる一方、 「学校の教育方針
が選抜性の高い大学への入学者数を競う ことに偏ってい
る場合には、 高等学校教育が、 受験のための教育や学校
内に閉じられた同質性の高い教育に終始する」 状況もあ
り、 「大学入試に必要な知識 ・ 技能やそれらを与えられ
た課題に当てはめて活用する力」 は向上できても 「自ら
課題を発見し解決するために必要な思考力 ・ 判断力 ・ 表
現力等の能力や、 主体性を持って、多様な人々と協働し
ながら学んだ経験を生徒に持たせる」 ことはできない、
と指摘する。 そして、 このよう な生徒が 「選抜性の高い
大学」 に入学しても、 「主体性を持って他者を説得し、
多様な人々 と協働して新しいこ と をゼロから立ち上げる
こ とのできる、 社会の現場を先導するイ ノベーシ ョ ンの
力を、 大学において身に付けるこ とは難しい。」 と して
いる。
次に 「『従来型の学力』 について中間層の生徒が多い
高等学校」 については、 これまで 「受験勉強が学習への
動機付けになってきた」 が、 少子化の進展等による大学
入試の易化で受験勉強の重要度が低下する一方で、 社会
で自立して生きていく ために必要な力の獲得に向けた動
機付けも不十分で、 自主的な学習もせず日標を持てない
生徒を多数、 「選抜性が中程度の大学」 に送り出してし
まっている例も多い、 と指摘する。 そして、 「一人ひと
* * 兵庫教育大学大学院教育実践高度化専攻学校経営コース 准教授 平成29年 6 月26 日受理
198 学校教育学研究, 2017, 第30巻
りの知識 ・ 技能や思考力 ・ 判断力 ・ 表現力等の能力を伸
ばす余地」 はあっても、 「学生に主体性や学修のための
明確な目標が不足」 しているため、 「大学においてもそ
れができないままになっている」 と している。
そして 「『従来型の学力』 の習得に困難を抱えている
生徒が多い高等学校」 については、 「家庭環境や所得格
差等の問題」 もあり 「通学させ卒業させることで手一杯」
という状況も多 く 、 「入学者選抜が機能しなく なってい
る大学」 に 「漫然と送り出される場合」 も少なく ない、
とする。 そのため進学先の大学においても、 「思考力 ・ 
判断力 ・ 表現力等の能力どころか、 その基礎となる知識・ 
技能自体の質と量」 が不十分な学生が多い、 という問題
が指摘されている。 
( 2 ) 「学力の三要素」 と改革の方向性
次に、 いわゆる 「学力の三要素」 との関連と して、
「選抜性の高い大学へ生徒が進学する高等学校」 と 「『従
来型の学力』 について中間層の生徒が多い高等学校」 に
おいては、 「思考力 ・ 判断力 ・ 表現力等の能力」 と 「主
体的に学習に取り組む態度」 について課題を抱えている
ことが指摘される。 いつぼう、「『従来型の学力』 の習得
に困難を抱えている生徒が多い高等学校」 においては、
それらの基礎となる 「知識及び技能」 自体について、 課
題を抱えていることが指摘されている。
上記の課題のう ち、「基礎的な知識および技能」 の定
着については教育の質の確保 ・ 向上と、 生徒の学習改善
のための 「高等学校基礎学力テスト(仮称)」 の導入が
示されており、 「知識 ・ 技能」 と 「思考力 ・ 判断力 ・ 表
現力」 の総合的な評価手法としては 「大学入学希望者学
力評価テスト (仮称 )」 の導入が挙げられている。 いつ
ぼう 「主体的に学習に取り組む態度」 については、 生徒
が 「国家と社会の形成者となるための教養と行動規範」
を身に付け、 「自分の夢や日標を持って主体的に学ぶこ
とのできる環境を整備する」 べく 、 学習指導要領の見直
しと 「課題の発見と解決に向けた主体的・ 協働的な学習 ・ 
指導方法であるアクティ ブ ・ ラーニング」 の充実が挙げ
られている。
しかし、 この 「アクティ ブ ・ ラーニング」 によって育
成される 「主体的に学ぶ態度」 は、 そのまま高大接続の
文脈で語られる大学進学後の 「主体性」 の西表成に接続す
るわけではない。 という のも、 後者には大学において
「学ぶべき必然性」 を生徒が自覚するこ と、 つまり 「目
的意識」 の醸成プロセスが必ず介在するからである。 に
もかかわらず、 このこ とについて、 「『従来型の学力』 に
ついて中間層の生従が多い高等学校」 の生徒については
「主体性や学修のための明確な目標」 の不足に言及して
いるものの、 「選抜性の高い大学へ生徒が進学する高等
学校」 の生徒については 「主体性」 への言及はあるが
「目標」 についての言及は十分でない。
これに先立って中教審は、2011年に 「今後の学校にお
けるキャリ ア教育 ・ 職業教育の在り方について」 を答申
し、 若者世代について、 「コ ミ ュニケーシ ョ ン能力など
職業人と しての基本的な能力の低下や、 職業意識 ・ 職業
観の未熟さ、 身体的成熟傾向にもかかわらず精神的 ・ 社
会的白立が遅れる傾向、 進路意識や目的意識が希薄なま
ま進学する者の増加など、 『社会的 ・ 職業的自立』 に向
けて、 さまざまな課題が見受けられる。」 と指摘した。 
当然、 高校から大学への進路選択もこの議論の範田壽に含
まれるはずだが、2014年の答申では、 「主体性」 と深い
関連を持つはずの進学先の決定の際の 「進路意識」 や
「目的意識」 についてはほとんど言及されていない。 知
識偏重の 「従来型の学力」 に代わる 「学力の三要素」 の
視点から高大接続の課題を指摘するという制約ゆえ、 や
むを得ない面もあるが、 進路選択における目的意識の醸
成は、 もっと重視されるべき課題といえるだろう。
この課題は、 大学入学者選抜の改革において、 入学者
受入の方針 (ア ドミ ツシヨン ・ ポリ シー) の明確化と、
その内容の入学者選抜方法への具現化が挙げられている
点からも指摘できる。 すなわち、 大学進学を希望する時
点で、 生徒が 「ア ドミ ッシ ョ ン ・ ポリ シー」 をもとに進
学先を決定するだけの 「進路意識」 や 「日的意識」 を持
つことが前提となっているのであり、 高校教育がこれに
呼応できているのか、 改めて問われなければならない。
このよう に、 高大接続改革では、 その想定される生従
や進路が多様であるため、 現状分析や施策の方向性をめ
ぐる議論も、 ともすると拡散 ・ 分断しやすい。 そこで以
下では、 高大接続に関する研究動向について、 「大学側」
と 「高校側」 のそれぞれから整理を試み、 研究上 ・ 実践
上の諸課題を指摘したい。 
2 高大接続改革の議論をめく、、る 「大学側」 から
の知見
( 1 ) 高大接続改革議論の背景
金子 (2016a) は、 高大接続改革の背景として、「入試
体制の変質」 「高校生の学習行動の変化」 「学力観の変化」
の三つを挙げている。 以下、 それぞれについて関連する
論考とあわせて概観する。
まず、 「入試体制の変質」 について金子(2014) は、
近年の大学入学者のう ち、 個別試験や大学入試センター
試験により、 ある程度の幅で学力を試されている者が3 
割、 個別大学入試 ( 2 科目前後の選択で知識偏重の内容
が目立つ) のみにより入学する者が3 割で、 残りの4 割
は推薦 ・ AO入試によってほとんど学力のチェ ックなし
に入学していると指摘する。 結果と して高校生活の極め
て速い時期から、 将来の入試のタイ プによって学習行動
が決まり、 特定の科目に学習が偏る傾向が生じ、 学習量
自体も大きく減少してきた、 とする。 選抜性の高い大学
については入試の重要性が薄れていることを必ずしも意
味しないが、 「多 く の高校生にとって大学への進学が受
験勉強とは結びつかなく なっている」 と して、 大学入試
の高校生への拘束力の弛緩を指摘する (金子2013)。
次に、 「高校生の学習行動の変化」 について金子
(2016a) は、 ベネッセの 「学習基本調査」 において、 偏
差値中位程度の高校の自宅での学習時間は90年から2000 
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年代中頃にかけてほぼ半減するなど、 高校の多様化や大
学の入試体制の 「融解」 が学習目標の喪失をもたらした、
と指摘する。 また、 高校教育の多様化の進行によ り選抜
性に大きなばらつきが生じ、 生徒の学力水準の一般的な
保証が難しい中で、 グローバル化の中で諸外国との競争
に接することが想定される若者に 「一定の程度の基礎学
力」 を確保することが重要な課題であると して、 高大接
続改革の必要性を主張する (金子2014)。
いつぼう、 ベネッセの2015年の調査では、2006年と比
較して学校外学習時間の増加が指摘された。 特に偏差値
50以上55未満の高校での学習時間の伸びが目立ち、 他の
偏差値帯の高校を含めて宿題時間の増加がみられ、 高校
でも宿題による家庭学習の習慣化を進めていることが推
察された (寺崎2016)。
また、「学力観の変化」 について金子(2016a) は、 経
済のグローバル化にともなって、 産業 ・ 職業構造が多様
化 ・ 流動化し、 その中で体系化 ・ 固定化された知識だけ
ではなく 、 それを用いて現実に対処する能力が重視され
るよう になっている、 とする。 若者にと って将来のキャ
リアが見通しにく く なっており、 その中で自らの将来へ
の展望と、 学習意欲を形成することが課題である、 とい
う。 さらに、 従来は教科の知識の獲得に基づく大学入学
者選抜が、 高度の知識の獲得、 職業人と しての能力につ
ながる、 という 「社会全体の効率性」 の合意が 「入試体
制の暗黙の正当化」 の根拠になってきたが、 今後は未知
の状況を把握し、 それに応じた判断をし、 それを他者に
伝え、 あるいはさらに必要な知識を身に着けるこ とが要
求されるため、 「教科や学間分野に体系化された知識だ
けでなく 、 汎用的な能力や意欲を含めた、 幅広い学力 ・ 
能力観が要求される」 と主張する (金子2014)。
金子が指摘する三つの背景のう ち、「入試体制の変質」
は、 主に 「『従来型の学力』 について中間層の生徒が多
い高等学校」 「『従来型の学力』 の習得に困難を抱えてい
る生徒が多い高等学校」 が該当する。 また 「高校生の学
習行動の変化」 については、 学習時間の減少が著しい
「偏差値中位程度の高校」 つまり 『従来型の学力』 につ
いて中間層の生徒が多い高等学校」 に該当する。 「学力
観の変化」 は、 幅広い学力層の生徒に当てはまると言え
るが、 どちらかといえば 「知識偏重」 の 「受験シフト」
の教育を意識した指摘であり、 「選抜性の高い大学へ生
徒が進学する高等学校」 に該当するものといえよう。
いつぼう、 「高校生の学習行動の変化」 については、
樋田ら (2010) が上位校の生徒について1979年~ 2009年
の30年間を比較し、 中学時成績の平均値の低下と標準偏
差の上昇が著しく 、 「エリート層の学力レベルの低下と
多様化」 が起こっている、 と指摘する。 また、 この間の
教貝の意識について、大多和ら(2010) は、自らの仕事= 
「丁寧な指導」 のなかに、 もともと順応的な生徒を丸く
収めるよう な、 狭い意味での 「教育」 的なまなざしが優
勢になった可能性がある、 と指摘する。 同様に中西
(2011) は、90年代以降の高校改革の中で、 少子化の程
度に比して学校数をあまり減らさず、 定員減で対応して
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いるケースが多い結果、 定員減の幅が比較的少ない上位
校では学力の多様化が起き、 さらには教員の個別的面倒
見主義的指導により 「白己学習能力」 が危機にi 、してい
る、 とする。 上位校での学力の多様化とともに、 現場の
教師が順応的な生徒を手厚く指導をする結果を招き、 生
徒の 「自ら学び自ら考える力」 の低下を招いているとの
指摘であり、 金子(2016a) の言う 「高校生の学習行動
の変化」 には含まれない、 上位校における 「自己学習能
力」 の低下を示すものであった。
また、 「進路意識」 や 「日的意識」 に関連して金子
(2007) は、 高等教育のユニバーサル化の進行によ り少
年期の終わ り での選択が必ずしも切実な要求ではないこ
と、 情報化、 知識社会化、 職業自体の流動化により大学
段階での選択と将来とのつながりが不明確なものになる
こと、 従来は家庭の果たしてきた教育的機能を、 学校が
全面的に引き受けさせられる中で、 少年期における自然
や社会に対する直接的な体験を失っているこ とから、 大
学入学時点において現代の大学生が持っている将来選択
の根拠は 「より脆弱で、 また曖味なもの」 にならざるを
得ず、 自然や社会についての直接的な体験も少ない、 と
指摘する。 このように大学接続段階の大学生の 「脆弱な
将来展望と薄い体験」 を指摘する金子自身が、 高大接続
改革の文脈では、 その背景として 「大学入試体制の変質」
「高校生の学習行動の変化」 「能力観 ・ 学習観の転換の必
要性」 の3 点を、 少しずつ表現を変えながら繰り返し主
張している (金子 2014、2016a、2016b)。 中教審の高
大接続特別部会での関心が 「新しい時代に対応する資質 ・ 
能力」 の育成とそのための方法論的な改善という全体的
なものであることがうかがえよう。 
( 2 ) 高大接続改革議論の 「特殊性」
つづいて高大接続改革の特質と論点と して、 大多和
(2015) は以下の 3 点を指摘する。
1 点日は、 「入試の大改革」 という特質である。 現行
の大学入試センター試験が客観性に行き過ぎた平等観に
基づく ものであったと し、 新テストは新しい平等観に基
づいて実施されるが、 この 「新しい平等観」 が不公平に
つながらないよう慎重なチェ ックが必要だと指摘する。
2 点目は、 授業方法を軸とした 「学びの改革」 という
特質である。 知識偏重型の入試対策勉強や研究に比して
教育を重視しない大学の教育体制が、 学生 ・ 生徒の 「主
体的な学び」 を阻害していると して、 高校では 「課題発
見と解決に向けた生徒の主体的 ・ 協働的な学習 ・ 指導方
法の充実」 が、 大学においては 「アクティ ブ ・ ラーニン
グ」 が盛り込まれている。 講義v s 「アクティ ブ ・ ー?
ニング」 の二項対立的認識があることや政策レベルで一
律に推し進めるべきものであるのかについては疑問を感
じる と指摘する。 
3点目は、 「学校段階の縦断的改革」 という特質であ
る。 入試方法や教育方法に加えて、 各教育段階の学校が
提供する学問知の社会的重要性の視点が大切だとし、 日
本の教育システムでは、 学問知の社会的重要性が低く認
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識されており、 学問知自体への期待そのものが社会の各
レベルにおいて低いことが、 「主体的な学び」 が成立し
にく い原因となっていると指摘する。 その上で、 教育改
革全体の方向は、 学問知よりも実社会で実際に役に立つ
実用知を教育にどう取り入れるかの議論に重きがおかれ
ており、 高大接続の一連の議論では、 実用知に基づく こ
とで生徒の学ぶ意味や意欲を回復させるという考え方が
少なからず見られ、 学問知が軽視される状況があると批
判する。
1点日の入試改革について、 佐々木(2016) は2014年
中教審答申を念頭に、 以下のよう な批判を行っている。 
まず 「高校基礎学力テスト」 は、 「平均的な学力層や学
力面で課題のある層の学習意欲を高めること」 を念頭に
置く出題難易度が設定されるため、 高校卒業で大学入学
資格を与えるという学校教育法に基づく教育接続にふさ
わしく ない。 一方でテスト を大学の入学者選抜に利用し
ないことは、 学力把握と教育接続の切断につながり、 選
抜性のある大学に進学を希望する生徒は受ける意味を失
う、 とする。 「大学入学希望者学力評価テスト」 は、 幅
広い大学進学者の学力層や大学の選抜性を前に、 一律に
論理的な思考力 ・ 判断力 ・ 表現力を測るテスト を課すこ
とや、 客観的達成度とは異なる評価を適切に行う こ とに
もかなりの無理がある、 とする。
これらの指摘からは、 大学進学率の上昇に伴って高大
接続改革の議論の対象となる高等学校の類型が多岐にわ
たり、 各々が抱える課題も多様であるゆえに一律に議論
することが困難を極めていることがうかがえるのである。 
( 3 ) 大学の選抜性と高大接続の課題
児美川 (2014) は、 高大接続について教育再生実行会
議が必要性を認識している 「改革」 のフェーズを 「選抜
度の高く ない大学群と高校との接続」 と 「選抜度の高い
大学群と高校との接続」 の二つに分けて論じている。 そ
の上で、 後者については選抜度の高い大学側の危機感と
政策サイ ドの意図やねらいが交差していると指摘する。 
東大推薦入試は、 「入学試験の得点だけを意識した、 視
野の狭い受験勉強にのみに意を注ぐ人」 ではなく 、 「自
らの興味 ・ 関心を生かして幅広く 学び」 「自ら問題意識
を掘り下げて追究するための深い洞察力を真剣に獲得し
よう とする人」 を歓迎する方針であるこ とを例に挙げ、
高校教育の主力は、 「一点刻みの学力試験」 対応シフト
になりがちであり、 生徒たちに主体的な学びと行動の機
会を提供しているとは言い難く 、 大学の側は、 入学して
く る学生の受動的な姿勢、 「与えられた課題だけはこな
す」 という行動様式に辟易している、 と している。
前掲の大多和 (2015) は 「学間知の社会的重要性」 の
認識の低さを指摘したが、 武内(2013) は、 現代の学生
は 「実用性のある分野や資格取得の分野への人気が高まっ
ている」 と指摘する。 そして、 「目先の専門性や実用性
を超える学びも転換期には必要」 であると し、 「現実を
超越する理想への憧憬を抱きつつ、 自省し、 普遍的な教
養や学問を希求する態度の形成も、 今の学生には求めら
れている」 と指摘する。
しかし、 前掲の児美川の 「フェーズ」 で考えた場合、
「学問知の社会的重要性」 の認識を高校生に求めること
のできる大学は 「選抜度の高い大学群」 に限られてく る
と考えられる。 倉部(2014) は、 大学のオープンキャン
パスの質問 ・ 相談コーナーで 「この大学(学部) で学べ
ば就職できますか」 「どんな資格が取れますか」 という
内容の質問が多いという事例を取り上げたが、 これは武
内の 「実用性のある分野や資格取得の分野への人気が高
まっている」 という指摘とも通じる。 この傾向は、 選抜
性の高い医療系の学部にも該当する一方で、 高等教育の
ユニバーサル化に伴い従来は大学に進学していなかった
学力層の高校生を受け入れる大学においても顕著な傾向
と言える。 金子(2014) は、 推薦入試が多くの私立大学
にとって 「入学者確保のためのもっとも確実な手段」 で
あり、 中堅以上の大学では 「入学試験の受験者を多く獲
得し、 受験倍率を高く見せる」 ことで 「大学の社会的な
威信、 評判」 を高める機能があったことを指摘している。 
「実用性」 や 「資格」 中心の広報と推薦入試による 「入
学者確保」 により、 入学後の教育に問題を抱えているの
が 「選抜度の高く ない大学群」 だと言えよう。
いつぼう、 「学問知」 に関連しては、2015年 6月に国
立大学の人文社会科学系の組織転換 ・ 統廃合を求める文
部科学大臣の通知が出されたことを受け、文科系の研究
者を中心にさまざまな指摘が行われた。 主な指摘は 「社
会的要請の高い分野への転換」 という表現をめぐるもの
であり、 人文社会系の学識は、「すぐには役に立たなく」
ても 「貴重な知的財産」 となる(2015佐和 )、 「『社会に
役に立つ』 視点が強調される」 が 「職業訓練学校に言う
べき」 で、 「医学部でも学生に人文社会科学の素養を身
に付けさせ」 るべきだ(石2015)、「『即戦力』 や 『実践
性』 に偏した学校教育」 「実践一辺倒の教育」 は 「学問
への内発的関心の無い、 『知識』 はあるが 『知識欲』 の
無い若者を生み出してしまう」(猪木2015)、「医学 ・ 工
学 ・ 農学といった理系の応用的な学問領域と違って、 文
系の場合には、 地域貢献や社会貢献の可視性は低いかも
しれない」 が 「国立大学の役割は、 そう した可視性の低
い部分も含めて、 正当に評価されてしかるべき」 (天野2 
015) などである。 そして、 そう した 「有用性」 や 「実
用的価値」 に対して、 「多様な価値観を尊重し、 物事に
対する洞察力を深め」 るために、 「人文社会科学に立脚
した高い教養こそが不可欠」(石2015)、 あるいは 「社会
の中での自己認識を行う知識と能力」 としての 「教養」
の役目を担うのが 「人文 ・ 社会科学」(野家2015) とい
う よう に 「教養」 の必要性を強調する指摘が目立つ。
これに対して、 石井(2015) は 「人文社会系の学問に
対して期待されている 『社会的要請』 とは何であるのか
について、 分野 を越え た議論 を深める」 作業な しに
「『文学研究だって長い目で見れば社会の役に立つのだ』
とか 『理系の学者だって文系の教養を身につけなければ
ならない』 とかいく ら主張してみても、 『有用性』 とい
う物差しで大学の学問を一律に測定する立場から抜け出
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すことにはならない」 と述べ、 「社会的要請」 自体をめ
ぐる議論の必要性を主張する。 また、 吉見(2016) は
「理系は役に立つけれども、 文系は役に立たない」 とい
う認識が、 国民一般に暗黙裡に浸透している状況を問題
と し、 「役に立つ」 には 「手段的有用性」 と 「価値創造
的な有用性」 の二つの意味があり、 自明視されている日
的や価値を批判し、 新しい目的や価値を創造する価値創
造的な有用性こそが文系の知の本質であり、 従って文系
も 「役に立つ」 と指摘する。 さらに吉見は、 教養をめぐ
る議論についても、 文系学部と教養教育の概念の混同を
批判し、 人類学や経済学、 歴史学などそれぞれの学問は
専門知であって教養知ではなく 、 理系でも数学や物理学
などの一部には教養的な要素が強い知もあると指摘する。 
また、 「リベラルアーツ」 と 「教養教育」 の混同につい
ても、 リベラルアーツを構成していたのは文系、 理系、
芸術系であり、 決して文系だけで成り立つていたのでは
ないと批判している。
これらの一連の議論からは、 「文部科学大臣の通知」
をめぐって大学関係者の間での 「学間知」 をめぐる商
や混乱が露呈されていることがうかがえる。 つまり 「選
抜性の高い大学」 においても大学教育の方向性について
模索が続いていると言える。 高大接続改革で求められて
いる、 入学者受入の方針 (ア ドミ ッシ ョ ン ・ ポリ シー)、
教育課程編成 ・ 実施の方法(カリキュラム ・ ポリ シー) 、
卒業認定 ・ 学位授与の方針(デイプロマ ・ ポリ シー) の
一体的策定 ・ 公表を通して、 「学問知」 の意義に通じる
発信が高校現場に向かう ことを期待したい。
安西 (2014) は、18歳人口と高校卒業者数が減少に転
じた後、多く の大学が知識 ・ 技能やその活用力を十分習
得していない学生まで入学させて定員を維持しよう とし、
「大学入試」 が全体と して急速に容易になったことと、
その一方で多くの大学は教育の質的転換を図ることなく、
総じて大学進学率が10% あまりだった時代の教育方法を
踏襲したまま、 選抜性の低い大学の多 くは経営の困難を
抱えて知識 ・ 技能の追いつかない入学者への準備教育に
エネルギーを費やしながら、 約20年の歳月を過ごしてき
た、 と指摘する。 さらに安西は、 「きわめて選抜性の高
い学校大学」 においても 「知識 ・ 技能、思考力 ・ 判断力 ・ 
表現力、 主体的に学ぶ力」 まで、 「小中学校段階の義務
教育の充実が高校大学段階に連続していない」 と指摘す
る。岩田(2010) は、1980年代までは、基本的にはエリー
ト選抜を崩すことはなかったが、1990年代に入り、18歳
人口の減少にともなう志願者確保の観点が切実な現実問
題となるにつれ、 ようやく マス選抜が一般化していつた
と指摘する。 エリート段階の 「教育方法」 を踏襲したま
ま 「マス選抜が一般化」 したことで、 高大接続に関わる
課題も複雑になったと言えるだろう。
また新 (2008) は、長引く不況下で卒業者のフリータ一
化に対処するため、 大学は 「専門学校化」 し、 情報 ・ 社
会福祉 ・ スポーツ ・ 映像などの職業に直結した専門性を
前面に出すよう になったと指摘する。 そして需要なき
「職業主義」 がはびこり、 専門性ではなく大学ブラ ンド
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による就職が進み、 従来の学間分野のコアの部分を専門
とする学生たちの就職はむしろ悪化している、 と してい
る。
前掲のエリート層の多様化による 「自己学習能力」 の
低下、 宿題に依存した中位層の学習時間確保など、 高校
生の 「自ら学ぶ」 姿勢も弱く なっている中で、 入学生は
多様化し、 大学も変化を迫られている。 しかし、 受け入
れ側の大学教員の多くは 「かつての」 エリート層が占め
ており、 従来の 「大学」 のイ メ ージも捨てられないまま
大学側が求める学生像と入学してく る学生との乖離は進
んでいる。 従来は大学に入学してこなかった層も受け入
れる以上、 接続元となる高校の類型を考慮した大学ごと
の機能分化は、 ある程度において避けられないが、 機能
分化がそのまま大学の序列化につながることへの危倶も
ある。 かつて経験してこなかった状況を前に各大学は混
迷を深め、 各研究者は批判の矛先を高校教育に向けてい
るという見方もできる。 
3 高校教育の文脈での議論
( 1 ) 「総合的な学習の時間」、探究的な学習と 「主体的
な学び」
これまで示してきたよう な論考は、 学生を受け入れる
「大学側」 からの知見が中心であったが、 これに対し、
冨田ら (2014a) は 「高大教育接続問題は、 もっぱら大
学教育の文脈で議論されており、 高校教育の実践に焦点
化した議論が少ない」 こと、 加えて 「学習者の視点が欠
けている」 ことを指摘する。 その代表的な例が、多く の
先行研究の指摘する 「主体的な学び」 や、 進学先の決定
の際の 「進路意識」 や 「日的意識」 である。 「主体的な
学び」 をいかに成立させるか、 高校教育において 「進路
意識」 をいかに育てるかについては、 研究や実践が十分
とはいえない。 しかし、2003年以降導入された 「総合的
な学習の時間」 における取り組みや探究的な学習をめぐ
る研究では、 この課題にもふれている。 以下、 概観した
い 0
山l崎 (2003) は、旧学習指導要領実施以前の 「総合的
な学習の時間の先進校」 での調査における生徒の自由記
述から、 体系的で探究的な学習活動が、 「生従の進路意
識を高めている」 ことを指摘する。 その一方で 「進路意
識」 を具体的に分析した結果と して 「職業理解」 が深ま
り 「役割意欲」 が高まっているのに比べ 「社会的関心」
はあまり高まっていないこ と を指摘している。 したがっ
て、 「科学 ・ 学問の発見や技術の進歩に関する関心およ
び政治や社会の動きに対する関心」 は様々な学習活動を
通じて一層育てる必要がある、 とする。 総合的な学習の
時間の導入以前から、 調査を通じて 「社会的関心」 の希
薄さも含めた 「進路意識」 の分析が行われていることは
意義のあるこ とである。
富田ら (2014a) は、 大学生の受け身的な学びの姿勢、
それにともなう主体的な学びへの不適応が課題となって
いることを踏まえ、 ある高校の教科学習と探究学習への
積極性が大学での学業適応にもたらす相乗効果について
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検証している。 高校生にとって大学の学びを先取り して
いる探究学習の意図は見えにく く 、多少なりの混乱が生
じていたものの、 分析の結果は、 高校時に教科学習にも
探究学習にも積極的だった学生ほど、 大学での学問にも
積極的であり、 教科学習への積極性の効果がやや大きく、
2 つの組み合わせによる相乗的な効果は特に期待できな
いと した。 教科学習への積極性と探究学習への積極性が、
それぞれ独立して、 大学での学問積極性や自主的学習行
動に連続する効果を有することは重要な発見であり、 特
に交互作用こそ認められなかったものの、 大学での学業
適応に探究学習の積極性が関連していることを実証した
ことは注目すべきである。
いつぼう、 木村(2011) は、 いわゆる 「堀川の奇跡」
について、 「大学合格者数の伸びとあわせて紹介された
のが、 探求学習活動の教育実践であることが事態をやや
こ しく している」、 と指摘した。 すなわち、 一般入試で
も 「探求学習活動」 が有効という単純な図式が前提とさ
れ、 「探求学習活動」 をしさえすれば、 生従の動機づけ
がスムーズに行われ、 大学以後の教育の充実度が高まる
という単線的な論理構造が前提にあると指摘し、 全国国
公私立163大学の19661 人の新入生調査を分析している。 
その結果、「探求学習活動」 の経験は、「授業中、 質問し
た」 「自分の意見を論理的に主張した」 「間題解決の方法
を模索し、 説明した」 「課題について教師に意見を求め
た」 といった 「積極発言」 の経験や 「やるべきことの多
さに圧倒された」 「困難なことに挑戦した」 「自分の失敗
から学んだ」 といった 「苦労経験」 などの高校時代の自
律的な行動経験と高い相関を示すが、 「探求学習活動」
と大学入学後の 「授業満足」 の相関はかなり低く、 「探
求学習活動」 経験が多いほど、大学入学後の 「授業満足」
が高いという 相関関係は望めない、 と した。 とはいえ
「探求学習活動」 を経験し、 かつ、 高校時代に 「積極発
言」 の経験や 「苦労経験」 がなければ、 大学入学後の
「授業満足」 の高まりや知的に充実した大学生活にもつ
ながりえない、 と指摘している。 教科の授業でも高校生
活の他の場面でも積極的で自律的であることと 「探求学
習活動」 の相関が高いという知見は、 高校現場と しても
納得のいく ものである。 大学入学後の 「授業満足」 との
相関が望めないこ とについては、 別の要因を探る必要が
あろう。
大久保 (2011) は、福井大学の高大連携活動を取り上
げている。 その活動のねらいを 「大学で必要と される問
題解決能力、 論理的思考力、 プレゼンテーショ ン能力、
コミ ュニケーショ ン能力等を育成 ・ 支援していく こ と」
とし、 学生の協力のもと物理や化学系の実験 ・ 実習を行
い、 成果発表会では大学側の教員が講評やコ ンサルテー
ショ ンを行っている。 この結果 「高大連携活動における
経験は今後の進路、 大学進学に役に立つたか」 という設
問に約8 割が肯定的な回答をし、 「明確な目的意識」 を
もったAO入試の志願者が現れたという。 さらに、 活動
に参加した学生の 「入試成績」、 大学での 「学業成績」、
入学後の 「日的意識」 や 「満足度」 についても追跡調査
し、 良好な結果であったとする。 当初のねらいと してい
た各能力についても、 活動への参加者が 「ポジティ ブ」
な結果であったと しているが、 判断の根拠が示されてい
るわけではない。 また 「目的意識」 形成のプロセスも明
確でなく 、 「進路、 大学進学に役に立つたか」 という設
問については、 何をもって 「役に立った」 と判断したの
かはわかりにくい。 高校現場での可能性と、 高大連携活
動での可能性をそれぞれ整理する必要性が指摘できるだ
ろう。
大多和 (2014) は大学進学を希望する高校生の学習時
間に着目し、 学習時間は単に学力や受験競争への参加意
識を示しているのではなく 、 探究心や授業への臨み方、
さらには大学進学への目的意識などと関係をもつと指摘
する。 先に挙げた大久保の論考も 「日的意識」 の検証を
行っていたが、 そもそも 「日的意識」 とは何なのか、 さ
らにはそれを高等学校で育てるプロセスはどのよう なも
のなのか、 といった点については問われないまま、 「目
的意識」 の必要性が指摘されるという傾向が指摘できる (、 
冨田ら (2014b) は、 探究学習が生徒の進路選択に与
える影響について検討している。 「将来展望」 を 「大学
で学びたい学問分野に対する展望」 に限定し、 「進路選
択」 を、 進学先大学 ・ 学部選択、 大学卒業後の職業選択
を含む概念と して扱っている。 分析の結果は、 探究学習
のテーマと志望学問分野のレリバンスを見出すことがで
きた生徒は、 探究学習が進路選択に役立つものと して認
識する傾向があるが、 全体的な傾向と して、 大学で学び
たい学問分野と探究学習のテーマにレリバンスを見出し
ている生徒が多いわけではない、 という ものであった。 
しかし、 志望分野と敢えて異なるテーマを探究学習に選
択した生徒群において、 「汎用的情報収集行動」 をとる
ことが、 進路選択の有用感に影響を与えているという結
果を見出し、 広く一般的な方法による情報収集経験が、
進路選択に対する探究学習の主観的な効果を高めている、
と している。 また 「専門的な情報収集活動」 の影響力に
ついては、 むしろテーマと志望する学問分野との関連が、
進路選択への有用感に影響するという結果を得ている。 
学校が期待する学習行動の一つである 「専門的な情報収
集行動」 が、 なぜ影響力を持ちえなかったのかについて
は、 実験機材 ・ 設備等の環境といった物理的側面の制約
を原因のひとつに挙げつつ、 高校段階で実現可能性があ
り、 進路選択に対して十分有用となりう る学習行動を見
定めることを今後の課題と した。
富田の分析から言えるよう に、 「探究学習のテーマ」
が 「志望学問分野」 につながるという よう な単純な図式
で 「目的意識」 の醸成は説明できない。 武内が主張する
ような 「目先の専門性や実用性を超える学び」 に対する
「日的意識」 を、 高校現場でいかに育てているかについ
て、 分析の蓄積が十分でないまま、 高大接続改革の議論
が進んでしまっていると言えるだろう。
いつぼう、 この 「総合的な学習の時間」 をめぐっては
課題も指摘されている。 福田(2014) は、 「総合的な学
習の時間」 導入以降、 正課の中に進路指導が組み込まれ、
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校内での進路指導行事が増加した一方で、 内容面での成
熟度にばらつきが出ているこ とを指摘する。 「総合的な
学習の時間」 の運営方法やノウハウが教員のスキルに委
ねられる割合が高く 、 積み上げられたノ ウハウも人事異
動等で途切れてしまうことや、 業務の煩雑化 ・ 多忙化に
より、 従来の教科指導に加え、 進路指導行事を深めるた
めの検討時間を確保するのが困難であることを要因に挙
げている。 つまり、 授業時間、 指導時間と しての 「量的
確保」 が求められる一方で、 「実施レベルでの成熟度」
のばらつきを克服することが求められると指摘する。 富
田ら (2014a) の調査でも、 教師側の探究学習に対する
認識と して、 「教師たちは探究学習の意義を確信できて
いないがゆえに、 特に教科学習、 いわゆる受験指導に対
して探究学習の価値づけが相対的に低く なってしまって
いる」 状況が指摘される。
こう した状況にもかかわらず、 次期学習指導要領に関
する2016年の中教審答中では、 高校での 「総合的な学習
の時間」 について 「小 ・ 中学校における学びを基盤と し
ながら、 より自分のキャリア形成の方向性を考えること
につなげるものであるこ と」 と し、 「小 ・ 中学校と比較
して高等学校での取組が低調である」 との指摘を受けて、
名称を 「総合的な探究の時間」 と して見直し、「生徒の
主体的な探究を支援する教材等の作成」 も検討するとし
ている。 また、 同答申はキャリ ア教育について 「職場体
験活動のみをもってキャリ ア教育を行ったものと してい
るのではないか、 社会への接続を考慮せず、 次の学校段
階への進学のみを見据えた指導を行っているのではない
か、 職業を通じて未来の社会を創り上げていく という視
点に乏しく、 特定の既存組織のこれまでの在り方を前提
に指導が行われているのではないか」、 また 「将来の夢
を描く こ とばかりに力点が置かれ、 『働く こと』 の現実
や必要な資質 ・ 能力の育成につなげていく指導が軽視さ
れていたり するのではないか」、 といった指摘を挙げて
いる。 こう したキャリア教育の視点からは、 高等学校で
の取組が低調であるという よりはむしろ、 小 ・ 中学校で
の現行の取組との接続において高等学校での取組に課題
が生じている、 とも言えそう である。
前掲の福田は関西大学のホームページを通じて資料を
請求した受験生に対して行ったアンケート調査から、 受
験生の 6割以上は 「自分の興味 ・ 関心」 に従い、 大学や
学部を選択し、 進学先で専門的な知識や技術を身につけ
よう と している様子がうかがえるが、 資格や職業イ メー
ジに直結していない学部系統では 「将来をじっく り考え
たいから」 「幅広い教養を身につけたいから」 という理
由が多く なり、 「自分の将来の進路 ・ 職業を長期的に展
望すること」 に若干の迷いが生じている可能性を指摘す
る。 そして、 自分探しの 「進路学習」 が進めば進むほど、
取り残されて興味
も考慮すべきで、
・ 関心を発見できない生徒もいること
「大学進学にあたり、 高校生に求めら
れる 『将来を見据えた進路選択』、 『自分の興味 ・ 関心に
基づく 進路選択』 とはどのよう にあるべきなのかを大学
と高等学校の間で十分に議論する必要がある」 と指摘す
る c 
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( 2 ) 高校生の学習観と受験勉強
冒頭の2014年の中教審答申は、 知識偏重の 「従来型の
学力」 に代わって 「学力の三要素」 の視点から高大接続
の課題を指摘するものであった。 いつぼう で、 高校生の
学習観についてはどのよう な指摘がみられるのか。 高校
現場からの指摘を取り上げる。
井上 (2007) は、 佐賀県の高校生の姿について 「中高
での学び」 を 「自分の生き方」 に重ね合わせて考えるこ
とをしてこなかったと感じ、 生徒 ・ 教員 ・ 保護者 ・ 教育
行政担当者 ・ 地域が 「学び= 受験勉強」 をあたりまえの
ことと していると指摘した。 さらに、「なぜ」 「どう して」
という モチベーシ ョ ンやイ ンセンテイブを重要視しない
「詰め込み授業」、 「なんとか解決したい」 という内発的
動機づけをともなわない学習に、 集中力や持続力を求め
るこ とができるのか、 と批判する。 また、 九州の進学校
における 「不安をあおる指導」 によって、 知識 ・ スキル
が自分のものにならず、 生徒が 「消化不良」 を起こ して
いると して、 九州大学の高い中退 ・ 転部 ・ 転科率の背景
を指摘した (井上2014)。 井上の指摘は、 自身の筑波大
附属駒場高校の勤務経験とのギヤツプからく るものと考
えられるが、 地方公立進学校にありがちな 「受験シフト」
の弊害にも通底する指摘である。
また、福井県の県立高校の教員である谷口(2012) は、
90年代半ばから高校生の 「学ぶ力の低下」 が起きている
ことを感じていたと述べ、 具体的には 「言語力の低下」
「知の量的不足と質的低下」 「知に向かう姿勢の劣化」 の
3 つの側面を挙げる。 そして、 この 「学ぶ力の低下」 は、
センター試験が 「言語によるアウト プッ ト を求めない試
験」 であることに起因すると し、 大学入試にメスを入れ
るこ とが最も重要であると主張する。
高大接続システム改革会議 「最終報告」(2016) では、
大学入試の設問について 「知識の暗記 ・ 再生や暗記した
解法パターンの適用の評価に偏りがちで、 思考力等を問
う問題であっても、 答えが一つに限られている」 ものが
多いと指摘する。 そう した入試のあり方が、井上や谷口
による指摘の背景となっているこ とは考えられる。 ただ
し、 谷口自身が 「センター試験を無く しただけでは解消
しない社会的背景」 があるとするように、 現実は複雑で
ある。 生徒の学習観については、 高校の類型も含めてさ
まざまなケースに応じた検証が求められよう。
佐和 (2015) は、 一連の文科相通知批判の中で、 批判
の矛先を高校教育にも向け、 高校入学後すぐさま理系 ・ 
文系に分かたれ、 「理系を選択する生徒の大部分は、 世
界史や日本史はおろか国語すらまともに勉強せずに大学
に入学」 するこ とで、 「一欠片の人文知すら持ち合わさ
なく なる」 現状を指摘し、 「多少飛躍した言い方をすれ
ば、 早い時期から学生を文系 ・ 理系に分かつ高校教育の
在り方が、 日本の電子産業の国際競争力を低下させたの
だ。」 と主張する。 その上で 「大学入試と高校教育の在
り方の抜本的な改革」 を求め、 共通一次試験導入時
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(1979年) 当時の試験方法を一つの根拠に、 文系学部の
入試に理科や数学を課し、 理系学部の入試に国語や社会
を課すべき、 と言及している。
90年代以降進んだ高校教育の多様化、 教育課程の多様
化は、 元来、 生徒の多様化に対応し、 学力の基礎 ・ 基本
の充実のために導入されたにもかかわらず、 進学校にお
いて特定教科に偏った 「受験シフト」 に進む結果を招き
かねないもので もあった (荒井2010)。 山村 ・ 荒牧
(2003) の調査では、 進学率の高い学校の教育課程にお
いては、 選択単位が割り当てられているのは地歴と理科
に限られており、 「できるだけ少ない科目に多 く の時間
をかけるという意味での効率性」 を追求できるものになっ
ていることが指摘される。 実際のところ、 高校現場では、
2000年の国大協による 「大学入試センター試験で5 教科
7 科日を課すこと」 の提言、 学習指導要領改訂による
「総合的な学習の時間」 や教科 「情報」 の新設、2012年
の大学入試センター試験からの 「倫理、 政治 ・ 経済」 の
4 単位科目の設定を含めた変更、2012年以降の現行の学
習指導要領の実施などにより、 限られた授業時間数の割
り振りや入試制度のマイナーチェ ンジへの対応に追われ
てきた。特に現行の学習指導要領下での大学入試センター
試験では、 理系学部の受験者のほとんどに 「基礎」 なし
の理科が課される。 長澤(2013) は、旧学習指導要領の
もとで、受験生の多くが 「物理I」 「化学I」 「生物I」
「地学I 」 の中から1 科目または2 科目を選択していた
状況よりも、 現行の学習指導要領は文系と理系を分断す
るものであると指摘する。2000年に国大協は 「提言の趣
旨」 において 「大学入試の多様化 ・ 多元化とは入試の軽
量化すなわち受験教科 ・ 科日の削減につながり、 このこ
とは高校生の学習が受験教科 ・ 科目に特化し、 本来なら
ば高校生として身に付けるべき基礎的学力を修得する機
会を奪っているのではないか。」 と主張するが、 近年は
むしろ 「受験教科 ・ 科日に特化」 せざるを得ない状況を
招いているとも言える。
吉見が指摘するよう な、 理系は役に立つが、 文系は役
に立たないという認識が、 「国民一般に暗黙裡に浸透」
しており、 学間の 「価値創造的な有用性」 についての認
識が希薄な状況では、 高校の文理選択のあり方を見直す
だけでは根本的な解決にはならない。 ましてや、 共通一
次試験導入以前の入試科目に戻すという主張も、 現在高
大接続システム改革の議論が進んでいる中では、 実現可
能性に欠けるものといえる。 「高等学校基礎学力テスト
(仮称)」 や、「大学入学希望者学力評価テスト(仮称)」
の具体的な方向性によって、 高校現場では新たな対応が
求められる。 高校生の学習が 「受験教科 ・ 科目に特化」
することを問題視するのであれば、 近年の入試制度の変
更が高校の教育課程の運用に及ぼしてきた影響を考慮し
た議論が進められることを期待したい。 
( 3 ) 高校生の進路意識
ここまで、 探究的な学習や教科学習などの高校での
「学習」 と高校生の進路意識の関係についての論考を見
てきたが、 次は 「学習」 以外の、 高校生の進路選択や進
路意識に及ぼす影響についての論考を検討する。 大学進
学率が50% を上回り、「大学が多すぎる」 「進学するメリ ッ
トがなく なった」 という主張がマスコミ等でしばしば流
布されるが、 こう した状況認識については、 専門家の間
でも議論がある。 矢野 ・ 濱中(2006) は、 大学教育の収
益率は現在でも高く、 大学はむしろ過少であるとし、 授
業料の負担が大きいために進学を断念している者が存在
するので、 経済事情によって進学率も上昇する可能性が
あると主張する。 いつぼう、 潮木(2008) は、 進学率を
規定するのは経済的要因よりも各県の収容力など教育機
会の提供量であると し、 進学したく なるよう な適切な質
の高等教育機会が提供されれば、 進学率は今より上昇す
ると述べる。 また吉川(2006) は世代間の学歴移動に着
日し、 大学が大卒層に独占される閉鎖的再生産の構造を
主張 し、 進学率は安定的に推移すると したが、 矢野
(2012) は進路選択の背後にある経済的要因にほとんど
関心を示していない、 とこれを批判している。
家計における教育費負担をめぐって、 矢野(2015) は
家計の教育費総額は増加の一途をたどる一方で、 公の資
金を投入して、 大学を皆で支えよう とする社会的機運は
弱く、 大学教育は家族の責任だという考えが強いと指摘
する。 そして、 それは 「わが子さえ大学にいけるよう に
なればよい」 という意識の反映であり、 税金という 「見
知らぬ他人の援助」 によって学ぶ機会が保証されれば、
それが隠れたカリ キュラムとなり、 「見知らぬ他人に恩
返しする教育」 が成り立つと主張する。 ここでは、 苅谷
ら (2008) の指摘する 「教育達成の意味における、 私的
(個人的) な利益の追求対公的 (社会的) な貢献という
対立軸」 の存在が浮き彫りにされている。
教育への市場原理の導入により、 教育の私事化が進む
状況の中で、 苅谷らは 「地方」 の 「公立」 「進学校」 の
果たす役割に注日 した。 地方公立進学校の高校生の進学
行動を分析し、 「社会的自己実現志向」 と 「難関大学志
向」 の結びつきは、 都市部より地方の生徒において強く、
保護者の要請より も、 高校生自身の地元への貢献意識の
ほうが、 就職時の地域移動意識の形成に強く影響してい
ると分析する。 いつぽう、 安藤ら(2008) は、 進学の際
の地方から大都市部への地域移動の経験が、 生徒の地域
間格差認知に影響を与えており、 その認知が地域間再分
配政策への賛否に影響を与えていることを指摘し、 地域
間移動者ほど社会への貢献意識を伴ったエリート意識を
持っていること、 また、 地域間格差是正への意識を高め
ているこ とを主張する。 
また苅谷らは、 社会貢献意識を高める要因と して 「学
校行事参加度」 「学校の歴史や伝統」 「教師のはたらきか
け」 を指摘する。 それらは 「プラスアルファの教育効果」
(受験教育以外の) を媒介と しても社会貢献意識を高め
ていると指摘し、 さ らには、 「地域移動不安」 が高い生
徒ほど 「教師のはたらきかけ」 などの学校が提供する教
育を 「恩恵」 と して引き受け、 社会貢献意識を高めてい
るとする。 教育上の支援と経済的な支援という違いはあ
高大接続改革をめぐる研究動向レビュー
るが、 上述の矢野が提案する 「見知らぬ他人の援助」 に
よって 「見知らぬ他人に思返しする教育」 の構図と通じ
る関係、 さらには、2011年の中教審答中が公立高校の授
業料不徴収等の目的について 「社会全体で教育費を負担
し、 生徒の学びを支援することを通じて、 生徒が社会を
構成している一員と しての意識を持ち、 社会の発展に貢
献するこ となどの意欲を養う こ と」 と しているこ ととも
通じる関係が見てとれる。 何かの 「恩恵」 を受けること
で、 社会への貢献意識が育つとすれば、 「目的意識」 の
醸成の可能性にもつながる指摘と言える。 
荒牧 (2002) は、 都内の高校3 年生に対して実施した
調査から、 出身階層 (両親学歴) 、 高校ランク(偏差値) 
および価値志向 (地位達成志向と自己実現志向) 、 進路
希望 (大学進学) 及び学習意欲 (学習時間と内発的学習
態度) の関係を検証した。 進路希望や学習意欲に対して
は、 出身階層が高校ラ ンクを経由して間接的に、 あるい
は直接的に、 影響を及ぼしていること、 高校生の価値志
向には出身階層が影響していないことを見出した。 また、
出身階層と高校ランクをコントロールした上でも、 高校
生の地位達成志向は進路希望に対しては正の効果、 内発
的学習態度には負の効果を、 自己実現志向は内発的学習
態度に正の効果を持っているこ とを見出した。 これらの
知見は、 「地位達成志向」 が、 大学進学には正の関連を
もつが内発的学習態度には負の関連をもっており、 この
志向が強い者ほど 「手段的学習観」 を持っている可能性
を指摘し、 「大学入学後の不適応現象を解明する手がか
り となるかも しれない」 と述べている。 一方の 「自己実
現志向」 は、 興味 ・ 関心にしたがった内発的な学習意欲
の指標として一定の妥当性を持つことに加え、 学業以外
の活動にも積極的に取り組む傾向を含んでいるが、 逆に
自分が興味を持てないこ とはやりたく ないという側面も
含んでいる可能性を指摘する。 ここでの自己実現志向は、
苅谷らの指摘する 「社会的自己実現志向」 よりも 「個人
的自己実現志向」 の性格のほうが強いものと考えられる。
進路選択の構造や、 それを支える当事者の意識は、 当
然に高校側からの関心が強く なるものの、 かといって学
生と して進路選択を受け入れる大学にとって無関心 ・ 低
関心が許容される問題ではない。 高大 「接続」 の改革を
掲げる以上、 前掲の福田の指摘のよう に 「進路選択」 の
在り方そのものについて大学と高等学校の間で十分に議
論する必要があると言えよう。 
4 おわりに
以上のよう な文献レビューにより、 本稿では高大接続
改革の方向性を整理した上で、 大学と高校ぞれぞれの視
点からの研究の知見を概観した。
まず2014年の中央教育審議会答申では、 新しい時代に
対応する資質 ・ 能力の育成の必要性に基づき、 「学力の
三要素」 の視点から高等学校の類型ごとに課題が指摘さ
れていた。 改革の方向性は、 この 「学力の三要素」 の視
点からの新テス トの導入やアクティ ブ ・ ラーニングの充
実を主な特徴とするものであった。 「選抜性の高い大学」
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との接続では受験勉強偏重の教育からの転換が、 「選抜
性の低い大学」 との接続では高校教育の質の保証が課題
となっていた。 ここで問題となるのは、2011年の 「今後
の学校におけるキャリア教育 ・ 職業教育の在り方につい
て」 の答申で指摘されている、 進学する際の 「進路意識
や日的意識」 の希薄さとの議論の断絶である。 「アクティ
ブ ・ ラーニング」 によって育成される 「主体的に学ぶ態
度」 が、 そのまま高大接続の文脈で語られる大学進学後
の 「主体性」 の西表成につながるわけではない。 そこには
大学において 「学ぶべき必然性」 を生従が自覚すること、
つまり 「目的意識」 が介在するはずである。 しかし、 答
中では大学進学後の学生の 「主体性」 についての課題は
指摘しながらも、 「主体性」 と深い関連を持つはずの進
学先の決定の際の 「進路意識」 や 「日的意識」 について
はほとんど言及されないままアクティ ブ ・ ラーニングの
充実が強調されていた。 
高大接続の議論の背景と して、 学生を受け入れる大学
側の視点からは、大学進学率の上昇による大学入試体制
の変質、 高校生の学習行動の変化、 グローバル化などの
社会の変化により学力観の転換が求められていることが
指摘された。 具体的には入試方法や授業方法の改革を、
各学校段階を縦断的に進めることが中心で、 学校が提供
する学問知の社会的重要性の視点が欠如していることが
指摘されていた。 しかしこの議論では、 「選抜性の高い
大学」 との接続の課題と 「選抜性の低い大学」 との接続
の課題が混在していた。 それぞれのタイ プの大学によっ
て接続に関わる課題が異なるにもかかわらず、 それらを
一律に論じることで、 なぜ改革が必要なのかの論点が見
えにく く なっていた。 また、 入学者層の多様化により接
続元である高校の類型を考慮した大学の機能分化は、 あ
る程度は避けられないが、 機能分化がそのまま大学の序
列化につながるこ とへの危倶もあり、 混迷を深めた各研
究者は批判の矛先を高校教育に向けているという見方も
できた。
高校教育の文脈では、 社会の変化に対応した 「資質 ・ 
能力」 と 「主体的な学び」 に関する検証が、 探究的な学
習や高大連携活動の効果を中心にされていた。 「主体的
な学び」 につながる 「日的意識」 の必要性が指摘される
一方で、 その 「目的意識」 の質や形成プロセスについて
は、 さらなる検証が求められていた。
また今回の高大接続改革は、 大学入学者選抜において、
高校教育までに育成すべき力を踏まえた 「評価」 のあり
方を改革することで、 それを “てこ” に高校教育と大学
教育の転換をねらったものである。 研究者からは高校の
受験対策偏重の教育への批判があるものの、 実際の高校
現場では学習指導要領の改訂や入試制度のマイナーチェ
ンジへの対応に追われ、 限られた授業時間数をやり く り
してきた結果、 高校生の学習の受験教科 ・ 科目への特化
を招かざるを得なかったのが現状といえる。 
高校生の進路意識についても、 「地位達成志向」 「自己
実現志向」 それぞれに課題を抱えていた。 キャリア教育
の方向性や 「進路選択」 の在り方そのものについて大学
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と高校の間で十分に議論する必要がある と言える。
以上の議論を踏まえて今後の議論に期待することを整
理する。 
まず何より も、 高大接続における 「主体性」 の必要性
を説く立場と、 高校生の 「進路意識 ・ 日的意識」 につい
て実際に調査している研究者との対話を期待したい。 大
学での 「学問知」 について、 高校生の想像力には限界が
ある中で、 なお大学は入学してく る学生に 「主体性」 を
求めるならば、 それはどのよう なものか。 「総合的な学
習の時間」 等の取組効果の検証などを入口に、 両者の対
話が深まれば、 次期学習指導要領のもとでの 「総合的な
探究の時間」 の方向性にも示唆が得られると考えられる。
また、 「早い時期から学生を文系 ・ 理系に分かつ高校
教育の在り方」 が批判され、 「現実を超越する理想への
憧憬を抱きつつ、 自省し、 普遍的な教養や学問を希求す
る態度の形成」 が今の学生に求められる(武内2013) 中
で、 文理にとらわれない学びを大学がいかにして提供す
るかについての議論も期待したい。 学問分野の多様化が
大学入学後の進路変更等に強く影響することが予想され
る中で、 主専攻 ・ 副専攻といった多面的な学びの機会の
整備も提案されている (服部ら2016, 吉見2016)。 多面
的な学びが求められるならば、 高校が早期から文理を選
択させ履修科日を限定することは意味をなさなく なる。 
アクティ ブ ・ ラーニングといった方法論に限らず、 高校 ・ 
大学での学びはどうあるべきかについても高大の議論が
深まることを期待する。
さらには、 大学の機能分化に抵抗があるこ とはやむを
得ないが、 高大それぞれ多 く の学生を送り出している接
続関係の強い類型ごとに、 各々の接続における課題の議
論が深まることも期待したい。 濱中(2016) は高大接続
改革の問題点について、 「政策に携わっている者のほと
んどが進学校出身者だという ことも関係しているように
思われる」 と指摘する。 また、 中村(2010) は 「専門高
校を含む進路多様校」 において 「そもそも四大進学をあ
まり考えていなかった高校生たち」 が、 高校生活の中で
「何らかのきっかけから希望をシフ ト させるプロセス」
を経ることによって 「四大シフト」 という現象が実現し
ていること を指摘している。 「大学のほう でも従来は受
け入れてこなかった学力層を受け入れることで構造変容
を強いられる」(中村2010) 状況の中で、 各学校の実態
に即した課題の整理と改革の方向性が示されることで、
改革が実効性のあるものになることを期待する。 
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